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（百万円未満、小数点第 1 位未満は切り捨て） 

1.20 年 3 月期の連結業績（平成 19 年 4 月 1 日～平成 20 年 3 月 31 日） 

(1) 連結経営成績                     （％表示は対前期増減率） 

 経  常  収  益 経  常  利  益 当 期 純 利 益 

 
2 0 年 3 月 期 
1 9 年 3 月 期 

百万円 

268,883 
262,707 

％

（   2.3）
（  13.4）

百万円

79,184
81,955

％

（  △3.3）
（   3.5）

百万円 

45,980 
52,538 

％

（ △12.4）
（   7.3）

 

 １ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後
1株当たり当期純利益

自 己 資 本
当 期 純 利 益 率

総 資 産 
経 常 利 益 率 

経 常 収 益
経 常 利 益 率

 
2 0 年 3 月 期 
1 9 年 3 月 期 

 円
51
58

 銭 
43 
89 

円

－
－

 銭
－
－

％

7.9
9.3

％ 

0.8 
0.8 

％

29.4
31.1

（参考）持分法投資損益 20年3月期 212百万円   19年3月期 221百万円 

(2) 連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産
自 己 資 本 比 率

（注1）

１ 株 当 た り 
純 資 産 

連結自己資本比率

(国際統一基準)(注2)

 
2 0 年 3 月 期 
1 9 年 3 月 期 

百万円 

9,835,939 
9,736,917 

百万円

580,168
598,822

％

5.7
6.0

円 

634 
655 

銭 

94 
89 

％

12.20（速報値）
11.63 

（参考）自己資本 20年3月期 567,552百万円 19年3月期 586,405百万円 
（注1）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末少数株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出しております。 
（注2）「連結自己資本比率（国際統一基準）」は、「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況

が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。 
 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ･フロー 

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ･フロー

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高

 
2 0 年 3 月 期 
1 9 年 3 月 期 

百万円 

△315,075 
△242,515 

百万円

257,471
199,756

百万円 

4,819 
△8,636 

百万円

134,533
187,466

 
 
2.配当の状況 
 １株当たり配当金 配当金総額 配 当 性 向 純資産配当率

（基準日） 中間期末 期 末 年 間 （ 年 間 ） （ 連 結 ） （ 連 結 ）

 
1 9 年 3 月 期 
2 0 年 3 月 期 

円 

3 
5 

銭

50 
50 

円

5 
5 

銭

50
50

円

9
11

銭

00
00

百万円

8,047
9,832

％ 
15.2 
21.3 

％

1.4
1.7

21年3月期（予想） 6 50 6 50 13 00 21.9 
 
3.21 年 3 月期の連結業績予想（平成 20 年 4 月 1 日～平成 21 年 3 月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年中間期増減率） 

 経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 １株当たり当期純利益

第２四半期連結 
累 計 期 間 

通 期 

百万円 

135,000 

270,000 

％ 

（△0.7） 

（ 0.4） 

百万円

42,000

85,000

％

（△3.7）

（ 7.3）

百万円

26,000

53,000

％ 

（△6.8） 

（ 15.2） 

 円
29

59

 銭
8

29

－1－
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4.その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 無

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本とな
る重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更 有 
② ①以外の変更 無 
（注）詳細は13ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 
① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 20 年 3 月期 895,521,087 株 19 年 3 月期 895,521,087 株 
② 期末自己株式数 20 年 3 月期 1,656,833 株 19 年 3 月期 1,472,119 株 
（注）1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、22ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

 
 
 
（参考）個別業績の概要 
 
1. 20 年 3 月期の個別業績（平成 19 年 4 月 1 日～平成 20 年 3 月 31 日） 

(1) 個別経営成績                     （％表示は対前期増減率） 

 経  常  収  益 経  常  利  益 当 期 純 利 益 

 
2 0 年 3 月 期 
1 9 年 3 月 期 

百万円 

237,606 
228,041 

％

（     4.1）
（    15.5）

百万円

70,055
71,316

％

（  △1.7）
（    3.6）

百万円 

44,678 
50,131 

％

（ △10.8）
（   7.2）

 

 １ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後
1株当たり当期純利益

 
2 0 年 3 月 期 
1 9 年 3 月 期 

 円
49
56

 銭 
98 
6 

円

－
－

 銭
－
－

 

(2) 個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産
自 己 資 本 比 率

（注1）

１ 株 当 た り 
純 資 産 

単体自己資本比率

(国際統一基準)(注2)

 
2 0 年 3 月 期 
1 9 年 3 月 期 

百万円 

9,766,545 
9,691,757 

百万円

549,111
568,868

％

5.6
5.8

円 

614 
636 

銭 

31 
28 

％

11.72（速報値）
11.20 

（参考）自己資本 20年3月期 549,111百万円 19年3月期 568,868百万円 
（注1）「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部の合計で除して算出しております。 
（注2）「単体自己資本比率（国際統一基準）」は、「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況

が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号）」に基づき算出しております。 
 

 
2. 21 年 3 月期の個別業績予想（平成 20 年 4 月 1 日～平成 21 年 3 月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年中間期増減率） 

 経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 １株当たり当期純利益

第 ２ 四 半 期 
累 計 期 間 

通 期 

百万円 

120,000 

240,000 

％ 

（ 0.1） 

（ 1.0） 

百万円

40,000

81,000

％

（ 4.1）

（ 15.6）

百万円

25,000

51,000

％ 

（△8.3） 

（ 14.1） 

 円
27

57

 銭
96

5

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

業績予想に関連する事項については、3 ページ「1.経営成績(1)経営成績に関する分析」をご参照下さい。 
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１．経 営 成 績

（１）経営成績に関する分析

 ①当期の経営成績

千葉銀行グループは、平成１９・２０年度を計画期間とする中期経営計画｢地域とともに歩む 信頼と成長

の１００週間｣に基づき、お客さまや株主の皆さまから「高い支持を受ける『地域の総合金融サービスグルー

プ』の確立」に向けて各種施策に積極的に取組みました結果、当連結会計年度の業績につきましては以下の

とおりとなりました。

損益面につきましては、経常収益は、貸出金の増強に努めましたことなどから、前期比 61 億 75 百万円増

加し 2,688 億 83 百万円となりました。経常費用は、経営全般にわたる合理化を進めましたが、預金利息など

の資金調達費用の増加や、店舗の新設、また、お客さまに安心・安 全にお取引いただくための投資を進めま

したことから、前期比 89 億 46 百万円増加し 1,896 億 98 百万円となりました。なお、有価証券につきまして

は、簿価に比べ時価が著しく低下した銘柄について減損処理を行いました。 

これらの結果、経常利益は前期比 27 億 71 百万円減少して 791 億 84 百万円となり、当期純利益は前期比

65 億 57 百万円減少して 459 億 80 百万円となりました。なお、1株当たり当期純利益は 51 円 43 銭となりま

した。

事業の種類別セグメントの状況につきましては、銀行業務の経常収益は前期比83億 53百万円増加し2,456

億 66 百万円、経常利益は前期比 19 億 64 百万円減少し 769 億 31 百万円となりました。また、リース業務の

経常収益は前期比 12 億 64 百万円減少し 195 億 56 百万円、経常利益は前期比 1 億 47 百万円減少し 15 億 48

百万円、その他業務の経常収益は前期比 8億 7百万円減少し 49 億 36 百万円、経常利益は前期比 6億 65 百万

円減少し 8億 41 百万円となりました。

②次期の見通し

当行グループの平成２１年３月期の業績見通しは、経常収益 2,700 億円、経常利益 850 億円、当期純利益

530 億円を見込んでおります。 

また、当行単体の業績見通しは、経常収益 2,400 億円、経常利益 810 億円、当期純利益 510 億円を見込ん

でおります。 

※なお、上記の業績見通しは、現在当行が入手可能な情報及び現時点での判断、評価、事実認識に基づいた
仮定を前提としております。実際の業績は、今後想定されるさまざまな要因（国内外の経済、金利・株式
市場等の状況変化）によって異なる結果となる可能性があります。

（２）財政状態に関する分析

①資産・負債及び純資産の状況

主要勘定の動きは、次のとおりとなりました。 

預金は、さまざまな金融商品・サービスを品揃えし、給与振込や年金受取口座など家計のメインバンクとし

てご利用いただくことを目指して活動してまいりましたことにより、期末残高は前期末比 274 億円増加し、8

兆 3,760 億円となりました。 

貸出金は、地域の法人や個人のお客さまの資金調達ニーズに積極的にお応えしてまいりましたことにより、

期末残高は前期末比 2,470 億円増加し、6兆 6,246 億円となりました。また、有価証券は、前期末比 3,711 億

円減少し 2兆 450 億円となりました。 

これらの結果、総資産の期末残高は、前期末比 990 億円増加し、9兆 8,359 億円となりました。 

国際統一基準による自己資本比率は、前期末に比べ 0.57％上昇し、12.20％となりました。 
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②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度の連結キャッシュ・フロ ーにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フロ ーは貸出金

の増加などにより 3,150 億円のマイナス、投資活動によるキャッシュ・フローは 有価証券の売却及び償還な

どにより 2,574 億円のプラスとなりました。また、財務活動によるキャッシュ・フロー は劣後特約付社債の

発行などにより 48 億円のプラスとなりました。以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前期末比

529 億円減少し 1,345 億円となりました。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当行は、銀行業の公共性に鑑み、健全経営を確保するため、内部留保の充実を図りますとともに、安定配

当の考え方を維持しつつ、配当金額の継続的な増加を目指していくことを基本方針としております。本方針

に基づきまして、平成 20 年 3 月期の期末配当金を１株当たり 5 円 50 銭（中間配当金と合計で当期の年間配

当金は 11 円（前期比 2円の増配））として定時株主総会に議案として提出する予定でございます。 

平成21年3月期の１株当たりの配当金につきましては、上記の基本方針に基づき、当期に比べ２円増配し、

年間 13 円とすることを予定しております。なお、この１株当たりの配当金は、現時点での事業環境及び次期

の業績見込みによるものです。 
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２．企 業 集 団 の 状 況

（１）事業の内容 

当行グループ（当行及び当行の関係会社）は、当行、子会社１５社等で構成され、
銀行業務を中心に、リース業務、証券業務などの金融サービスを提供しております。

（２）事業系統図 

ちばぎんリース株式会社

中央証券株式会社

ちばぎんコンピューターサービス株式会社

ちばぎんキャピタル株式会社

ちばぎんアセットマネジメント株式会社

株式会社ちばぎん総合研究所

 

千 
葉 

銀 

行

本店ほか国内支店 148 
出張所 16  特別出張所 5 両替出張所 3 
海外支店 3 海外駐在員事務所 1 

株式会社総 武

ちばぎんアカウンティングサービス株式会社

ちばぎんビジネスサービス株式会社

ちば債権回収株式会社

ちばぎんハートフル株式会社

ちばぎん保証株式会社

ちばぎんジェーシービーカード株式会社

ちばぎんディーシーカード株式会社

Chiba Capital Funding（Cayman）Ltd.

お客様に対し総合金融サービスを提供している子会社

その他業務

リース業務

銀行業務

主に銀行業に係わる業務を行っている子会社

なお、ちばぎんビジネスサービス㈱は、平成 20 年 3 月 31 日を
もって解散し、現在清算中であります。 
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３．経 営 方 針

（１）経営の基本方針

当行グループは、千葉県を主要な地盤とする地域金融機関として、「金融サービスの提供をつうじて、地域

のお客さまのニーズにお応えし、地域の発展に貢献する」という役割・使命を果たしております。今後ともこ

の姿勢を堅持し、当行グループ全社が一体となって、質の高い金融商品・サービスを提供するなど、お客さま

満足度の向上につながる諸活動を展開してまいりますとともに、地域社会の発展に貢献してまいります。また、

これらをつうじまして、株主・投資 家の皆さまから高く評価されますよう努めてまいります。

（２）目標とする経営指標

当行は、平成１９・２０年度の２年間（１００週間）を計画期間とする中期経営計画「地域とともに歩む 信

頼と成長の１００週間」のもと各種施策を実施しております。計画最終年度である平成２０年度末に、「連結

当期純利益５８０億円」、｢単体業務純益(一般貸倒引当金繰入前)９５０億円｣、｢連結ＲＯＥ９%以上｣、｢ＯＨ
Ｒ５０%未満｣、「連結自己資本比率１１％以上」を目標として取組んでおります。

（３）中期的な経営戦略

中期経営計画「地域とともに歩む 信頼と成長の１００週間」では、経営指針を｢高い支持を受ける『地域

の総合金融サービスグループ』の確立｣とし、経営課題を｢経営管理態勢の強化｣、｢営業基盤の拡充｣及び｢地域

社会発展への貢献｣としています。具体的には、皆さまから高い信頼・支持をい ただくために、コンプライア

ンスを全ての業務の基本に置き、態勢の整備・強化に全力を傾けるとともに、スリムかつ強靭な経営態勢の構

築に積極的に取組んでおります。あわせて営業地域・お客さま基盤・業務などの営業基盤を拡充することによ

り、地域の皆さまとともに持続的成長を実現してまいります。

（４）対処すべき課題

当行は、中期経営計画で掲げた主要課題「経営管理態勢の強化」、｢営業基盤の拡充｣及び｢地域社会発展へ

の貢献｣に対し、以下のとおり各種施策を展開しております。

①経営管理態勢の強化

コンプライアンス態勢の確立を経営の最重要課題と位置付け、態勢の整備・強化に全力を傾けるとともに、

金融商品取引法などに的確に対応し、内部管理態勢を充実・強化しております。また、スリムで強靭な経営

態勢を構築するため、業務効率化による経費削減、人材の最適配置やグループ会社の有効活用などに取組ん

でおります。

②営業基盤の拡充

株主・投資家の皆さまをはじめ、お客さま、地域社会などステークホルダーの皆さまの期待に応えるため

には、当行が収益性の向上を図るとともに、持続的な成長を続けることが必要と考え、銀行業務の基本であ

る預金取引を増強したうえで、従来から積極的に取組んできた住宅ローン・投資信託・年金保険などの個人

向けビジネス、さらには、地域の主要なお客さまである中小企業の皆さまのニーズに積極的に対応しており

ます。 

③地域社会発展への貢献

「企業の社会的責任（ＣＳＲ）」経営を進めてまいりますとともに、「たいせつにします、ひと、みず、

みどり。」をキャッチフレーズとした地域貢献活動及びお客さま満足度向上活動をつうじ、地域社会発展に

貢献してまいります。
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㈱千葉銀行（8331）平成 20年 3月期 決算短信

連 結 貸 借 対 照 表 
（単位：百万円） 

科 目 平 成 1 8 年 度 末 平 成 1 9 年 度 末 比 較

（ 資 産 の 部 ） 
現 金 預 け 金 
コールローン及び買入手形 
債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金 
買 入 金 銭 債 権 
特 定 取 引 資 産 
金 銭 の 信 託 
有 価 証 券 
貸 出 金 
外 国 為 替 
そ の 他 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建 物 
土 地 
建 設 仮 勘 定 
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 

無 形 固 定 資 産 
ソ フ ト ウ ェ ア 
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 

繰 延 税 金 資 産 
支 払 承 諾 見 返 
貸 倒 引 当 金  

２４２,２４４

５９,９２４

１９,４０３

６３,０２６

２８３,０８８

３０,４９７

２,４１６,１４９

６,３７７,５９８

３,５１０

５６,７６０

１３６,６３０

２１,０７６

６５,９２８

４

４９,６２２

９,７５９

５,９３２

３,８２６

１９,５１６

８２,１６８

△６３,３６０

 

４２６,９５３ 

１０,４８０ 

２２,０８１ 

６５,４３４ 

２８５,０２９ 

２９,５１１ 

２,０４５,０１１ 

６,６２４,６８７ 

３,６９３ 

７０,８１９ 

１３６,０６６ 

２２,５５５ 

６６,１６６ 

１４ 

４７,３３０ 

９,５８３ 

６,１３２ 

３,４５１ 

４８,３１９ 

１１２,０４９ 

△５３,７８４ 

１８４,７０９

△４９,４４４

２,６７８

２,４０８

１,９４０

△９８６

△３７１,１３８

２４７,０８９

１８３

１４,０５９

△５６４

１,４７９

２３８

１０

△２,２９２

△１７５

１９９

△３７５

２８,８０３

２９,８８１

９,５７５

資 産 の 部 合 計 ９,７３６,９１７ ９,８３５,９３９ ９９,０２１

（ 負 債 の 部 ） 
預 金 
譲 渡 性 預 金 
コールマネー及び売渡手形 
売 現 先 勘 定 
債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 
特 定 取 引 負 債 
借 用 金 
外 国 為 替 
社 債 
そ の 他 負 債 
役 員 賞 与 引 当 金 
退 職 給 付 引 当 金 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
睡 眠 預 金 払 戻 引 当 金 
ポ イ ン ト 引 当 金 
特 別 法 上 の 引 当 金 
繰 延 税 金 負 債 
再評価に係る繰延税金負債 
支 払 承 諾 

８,３４８,６３７

１３０,５８４

３５,４５８

３６,９６０

１８９,８８７

１６,６０４

１３８,２５１

５４９

２１,０００

１０２,１３５

６０

１９,４７２

－

－

５４５

２１５

２６２

１５,３０１

８２,１６８

 

８,３７６,０９１ 

１２８,００３ 

１８４,９７３ 

９７,４０１ 

８１,１０５ 

１６,６１７ 

８０,６４６ 

５１６ 

４１,０００ 

１００,０３０ 

６３ 

１８,４３５ 

１,６４９ 

９９６ 

６０７ 

２１５ 

４２ 

１５,３２３ 

１１２,０４９ 

２７,４５３

△２,５８０

１４９,５１４

６０,４４１

△１０８,７８１

１３

△５７,６０４

△３３

２０,０００

△２,１０５

３

△１,０３６

１,６４９

９９６

６２

－

△２２０

２１

２９,８８１

負 債 の 部 合 計 ９,１３８,０９５ ９,２５５,７７０ １１７,６７４

（ 純 資 産 の 部 ） 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
自 己 株 式 

株 主 資 本 合 計 
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 
土 地 再 評 価 差 額 金 
為 替 換 算 調 整 勘 定 

評価・換算差額等合計 
少 数 株 主 持 分 

１４５,０６９

１２３,３９９

２４７,４１２

△１,０２６

５１４,８５４

６１,８０７

１,９００

７,８３９

３

７１,５５１

１２,４１６

 

１４５,０６９ 

１２３,４０４ 

２８３,５８３ 

△１,２１７ 

５５０,８３９ 

８,６３４ 

３００ 

７,７７７ 

１ 

１６,７１３ 

１２,６１６ 

－

４

３６,１７１

△１９１

３５,９８４

△５３,１７２

△１,６００

△６２

△１

△５４,８３７

１９９

純 資 産 の 部 合 計 ５９８,８２２ ５８０,１６８ △１８,６５３

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 ９,７３６,９１７ ９,８３５,９３９ ９９,０２１

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書 

（単位：百万円） 

科            目 平 成 1 8 年 度 平 成 1 9 年 度 比 較

経 常 収 益 ２６２,７０７ ２６８,８８３ ６,１７５ 

資 金 運 用 収 益 １７４,４１９ １８６,６３４ １２,２１５ 

貸 出 金 利 息 １２５,２７０ １４４,３６７ １９,０９７ 

有 価 証 券 利 息 配 当 金 ４７,００５ ３８,１６３ △８,８４２ 

ｺｰﾙﾛｰﾝ利息及び買入手形利息 ５３３ ５７０ ３６ 

債券貸借取引受入利息 ５３ １６９ １１６ 

預 け 金 利 息 ５３１ １,９００ １,３６８ 

そ の 他 の 受 入 利 息 １,０２４ １,４６２ ４３８ 

信 託 報 酬 ０ ８ ８ 

役 務 取 引 等 収 益 ４５,６１２ ４３,７８９ △１,８２３ 

特 定 取 引 収 益 ２,８７８ ３,９５９ １,０８１ 

そ の 他 業 務 収 益 ６,２２５ ６,２３９ １４ 

そ の 他 経 常 収 益 ３３,５７１ ２８,２５２ △５,３１９ 

経 常 費 用 １８０,７５１ １８９,６９８ ８,９４６ 

資 金 調 達 費 用 ３９,７９９ ４５,４７５ ５,６７５ 

預 金 利 息 ２０,６４０ ３０,２１６ ９,５７６ 

譲 渡 性 預 金 利 息 ２２５ ７４６ ５２１ 

ｺｰﾙﾏﾈｰ利息及び売渡手形利息 １,４５０ ２,５０４ １,０５３ 

売 現 先 利 息 ２３６ ４９３ ２５６ 

債券貸借取引支払利息 ８,８００ ４,２４７ △４,５５３ 

借 用 金 利 息 １,４３０ １,７８３ ３５２ 

社 債 利 息 ３５５ ３８０ ２４ 

そ の 他 の 支 払 利 息 ６,６５９ ５,１０２ △１,５５６ 

役 務 取 引 等 費 用 １２,９５８ １４,２２６ １,２６８ 

特 定 取 引 費 用 － ６６ ６６ 

そ の 他 業 務 費 用 ７,３２３ ４,４１２ △２,９１０ 

営 業 経 費 ８５,１４２ ８６,２４７ １,１０４ 

そ の 他 経 常 費 用 ３５,５２８ ３９,２７０ ３,７４２ 

経 常 利 益 ８１,９５５ ７９,１８４ △２,７７１ 

特 別 利 益 ７,６０３ ５,３６９ △２,２３４ 

固 定 資 産 処 分 益 ４２ ― △４２ 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ３,２５５ ２６８ △２,９８６ 

償 却 債 権 取 立 益 ４,３０６ ５,１００ ７９４ 

特 別 損 失 ６３５ ３,０９３ ２,４５８ 

固 定 資 産 処 分 損 ５０８ ８３０ ３２１ 

減 損 損 失 １０７ １３ △９３ 

そ の 他 の 特 別 損 失 １８ ２,２４９ ２,２３０ 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ８８,９２３ ８１,４６０ △７,４６３ 

法人税、住民税及び事業税 ３２,４４４ ３１,１０５ △１,３３８ 

法 人 税 等 調 整 額 ２,０８９ ３,７２８ １,６３８ 

少 数 株 主 利 益 １,８５１ ６４５ △１,２０６ 

当 期 純 利 益 ５２,５３８ ４５,９８０ △６,５５７ 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

 前連結会計年度（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日） 
(単位：百万円) 

株主資本 評価・換算差額等  

資本金 
資 本 
剰余金 

利 益 
剰余金 

自 己 
株 式 

株主資
本合計

その他
有価証
券評価
差額金

繰 延
ヘッジ
損 益

土 地
再評価
差額金

為替換
算調整
勘 定 

評価･
換  算 
差額等 
合 計 

少数株
主持分

純資産
合 計

平成18年3月31
日残高 145,069 122,223 201,594 △2,048 466,837 57,266 － 7,843 6 65,117 10,110 542,065

連結会計年度中の
変動額     

剰余金の配当 
（注2）  △6,675 △6,675   △6,675

役員賞与(注3)  △49 △49   △49

当期純利益  52,538 52,538   52,538

自己株式の取得   △368 △368   △368

自己株式の処分  1,176  1,391 2,567   2,567
土地再評価差額
金の取崩  4 4   4

株主資本以外の
項目の連結会計
年度中の変動額 
（純額） 

  4,540 1,900 △4 △3 6,433 2,306 8,740

連結会計年度中の
変動額合計 － 1,176 45,817 1,022 48,016 4,540 1,900 △4 △3 6,433 2,306 56,757

平成19年3月31
日残高 145,069 123,399 247,412 △1,026 514,854 61,807 1,900 7,839 3 71,551 12,416 598,822

（注） 1.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。  
2.剰余金の配当は、平成 18 年 6 月の定時株主総会における利益処分及び平成 18 年 12 月の中間配当であります。  
3.平成 18 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。  

当連結会計年度（自 平成19年4月1日 至 平成20年3月31日） 
(単位：百万円) 

株主資本 評価・換算差額等  

資本金 
資 本 
剰余金 

利 益 
剰余金 

自 己 
株 式 

株主資
本合計

その他
有価証
券評価
差額金

繰 延
ヘッジ
損 益

土 地
再評価
差額金

為替換
算調整
勘 定 

評価･
換  算 
差額等 
合 計 

少数株
主持分

純資産 
合 計 

平成19年3月31
日残高 145,069 123,399 247,412 △1,026 514,854 61,807 1,900 7,839 3 71,551 12,416 598,822

連結会計年度中の
変動額     

剰余金の配当 
（注2）  △9,833 △9,833   △9,833

当期純利益  45,980 45,980   45,980

自己株式の取得   △224 △224   △224

自己株式の処分  4  33 37   37
土地再評価差額
金の取崩  24 24   24

株主資本以外の
項目の連結会計
年度中の変動額 
（純額） 

  △53,172 △1,600 △62 △1 △54,837 199 △54,637

連結会計年度中の
変動額合計 － 4 36,171 △191 35,984 △53,172 △1,600 △62 △1 △54,837 199 △18,653

平成20年3月31
日残高 145,069 123,404 283,583 △1,217 550,839 8,634 300 7,777 1 16,713 12,616 580,168

（注） 1.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。  
2.剰余金の配当は、平成 19 年 6 月の定時株主総会における決議項目及び平成 19 年 12 月の中間配当であります。 
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連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 
（単位：百万円） 

科            目 平 成 1 8 年 度 平 成 1 9 年 度 比 較
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 ８８,９２３ ８１,４６０  △７,４６３
減価償却費 ２１,１８４ ２１,００３  △１８１
減損損失 １０７ １３  △９３
持分法による投資損益（△） △２２１ △２１２  ９
貸倒引当金の増加額 △１３,３６１ △９,５７５  ３,７８６
役員賞与引当金の増加額 ６０ ３  △５６
退職給付引当金の増加額 △１,１７５ △１,０３６  １３８
役員退職慰労引当金の増加額 － １,６４９  １,６４９
睡眠預金払戻引当金の増加額 － ９９６  ９９６
ポイント引当金の増加額 ５４５ ６２  △４８２
資金運用収益 △１７４,４１９ △１８６,６３４  △１２,２１５
資金調達費用 ３９,７９９ ４５,４７５  ５,６７５
有価証券関係損益（△） １７６ ２,９４８  ２,７７２
金銭の信託の運用損益（△） △６１６ △４６６  １５０
為替差損益（△） △６８ １４８  ２１６
固定資産処分損益（△） ４６６ ８３０  ３６３
特定取引資産の純増（△）減 ８５,５３１ △１,９４０  △８７,４７１
特定取引負債の純増減（△） △４,４２５ １３  ４,４３８
貸出金の純増（△）減 △２３７,９３２ △２４７,０８９  △９,１５６
預金の純増減（△） ３５９,８５３ ２７,４５３  △３３２,４００
譲渡性預金の純増減（△） ５６６ △２,５８０  △３,１４７

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） ９２,４２０ △５２,６０４  △１４５,０２５

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △２３,８２０ △２３７,６４２  △２１３,８２１

コールローン等の純増（△）減 △５９,２４６ ４７,０３５  １０６,２８２

債券貸借取引支払保証金の純増（△）減 ５４０ △２,６７８  △３,２１９

コールマネー等の純増減（△） △３１７,１６５ ２０９,９５６  ５２７,１２１

債券貸借取引受入担保金の純増減（△） △２２１,４９３ △１０８,７８１  １１２,７１１

外国為替（資産）の純増（△）減 △９１９ △１８３  ７３６

外国為替（負債）の純増減（△） １８２ △３３  △２１５

資金運用による収入 １７８,０００ １８８,４９７  １０,４９７
資金調達による支出 △３６,７６５ △４２,９８９  △６,２２３
その他 ７,９８２ △９,２７３  △１７,２５５

小    計 △２１５,２８９ △２７６,１７５  △６０,８８５

法人税等の支払額  △２７,２２５ △３８,９００  △１１,６７４

営業活動によるキャッシュ・フロー △２４２,５１５ △３１５,０７５  △７２,５５９

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   
有価証券の取得による支出 △９２１,５７４ △６９８,８９６  ２２２,６７８

有価証券の売却による収入 ６５５,２６６ ５７３,００１  △８２,２６５

有価証券の償還による収入 ４８６,１４８ ４０４,６９１  △８１,４５６

金銭の信託の増加による支出 △４９６ △５,８３９  △５,３４２

金銭の信託の減少による収入 １,２１８ ５,８７３  ４,６５４
有形固定資産の取得による支出 △２０,１７５ △１９,２４７  ９２８
無形固定資産の取得による支出 △３,０８５ △３,２６３  △１７７

有形固定資産の売却による収入 ２,４５５ １,１５１  △１,３０４

無形固定資産の売却による収入 － ０  ０

投資活動によるキャッシュ・フロー １９９,７５６ ２５７,４７１  ５７,７１５

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   
劣後特約付借入金の返済による支出 △４,０００ △５,０００  △１,０００
劣後特約付社債の発行による収入 １０,０００ ２０,０００  １０,０００
劣後特約付社債の償還による支出 △１０,０００ －  １０,０００
配当金支払額 △６,６７５ △９,８３３  △３,１５８
少数株主への配当金支払額 △１６０ △１６０  ０
自己株式の取得による支出 △３６８ △２２４  １４４
自己株式の売却による収入 ２,５６７ ３７  △２,５２９

財務活動によるキャッシュ・フロー △８,６３６ ４,８１９  １３,４５５

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額    ６８ △１４８  △２１６

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 △５１,３２７ △５２,９３２  △１,６０４
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ２３８,７９４ １８７,４６６  △５１,３２７

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 １８７,４６６ １３４,５３３  △５２,９３２
  

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
当 連 結 会 計 年 度 

（自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3 月 31 日）
１．連結の範囲に
関する事項

(1)連結子会社         11 社 
会社名 
・ 株式会社 総武 
・ ちばぎん アカウンティングサービス株式会社 
・ ちばぎん ビジネスサービス株式会社 
・ ちば債権 回収株式会社 
・ ちばぎん ハートフル株式会社 
・ Ｃｈｉｂａ Ｃａｐｉｔａｌ Ｆｕｎｄｉｎｇ（Cayman）Ｌｔｄ．（ﾁﾊﾞｷｬﾋﾟﾀﾙﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ（ｹｲﾏﾝ）
株式会社） 

・ ちばぎん保証株式会社 
・ ちばぎんジェーシービーカード株式会社 
・ ちばぎん ディーシーカード株式会社 
・ ちばぎん リース株式会社 
・ 中央証券 株式会社 
なお、ちばぎんビジネスサービス株式会社は、平成 20 年 3 月 31 日をもって解散し、
現在清算中であります。 

(2)非連結子会社 
主要な会社名 
・ちばぎ んコンピューターサービス株式会社 
非連結子会社は、その資産、経常収益、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金
(持分に見合う額)等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成
績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外し
ております。 

（追加情報）
「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 15
号平成 19 年 3 月 29 日）が平成 19 年 4 月 1 日以後開始する連結会計年度から適用され
ることになったことに伴い、当連結会計年度から同適用指針を適用しております。

２．持分法の適用
に関する事項 
 

(1)持分法適用の非連結子会社  4 社 
主要な会社名 
・ちばぎ んコンピューターサービス株式会社 

(2)持分法適用の関連会社    該当ありません。 
(3)持分法非適用の非連結子会社 4 社 
主要な会社名 
・ひまわ りグロース１号投資事業有限責任組合 
持分法非適用の非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に重要な影響を
与えないため、持分法の対象から除いております。 

(4)持分法非適用の関連会社   該当ありません。 
３．会計処理基準
に関する事項

（1）減価償却の方法 
有形固定資産
当行の有形固定資産は、定率法を採用しております。また、主な耐用年数は次のとお
りであります。

建 物：６年～５０年 動 産：２年～２０年
連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率
法により償却しております。

(会計方針の変更)
平成 19 年度税制改正に伴い、平成 19 年 4 月１日以後に取得した有形固定資産につ
いては、改正後の法人税法に基づく償却方法により減価償却費を計上しております。

(追加情報)
当連結会計年度より、平成19年 3月 31日以前に取得した有形固定資産については、
償却可能限度額に達した連結会計年度の翌連結会計年度以後、残存簿価を５年間で均
等償却しております。

なお、これらの変更による影響は軽微であります。
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 当 連 結 会 計 年 度 
（自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3 月 31 日） 

  (2)貸倒引当金の計上基準 
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当 基準に則り、計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」とい

う。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）
に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担
保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しておりま
す。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認めら
れる債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保
の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支
払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。破綻懸念先及び貸出条件緩
和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及
び利息の受取りに係るキャッシュ・フロ ーを合理的に見積もることができる債権について
は、当該キャッシュ・フロ ーを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の
帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見 積法）により引き当て
ております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した
貸倒実績率等に基づき計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当

該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上
記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保

の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額とし
て債権額から直接減額しており、その金額は 66,737 百万円であります。
連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と

認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不
能見込額をそれぞれ引き当てております。 

  (3)役員退職慰労引当金の計上基準 
役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職
慰労金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上
しております。 

(会計方針の変更)
従来、役員退職慰労金は、支出時に費用処理をしておりましたが、「租税特別措置法上
の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上
の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第 42 号平成 19 年 4 月 13 日。
以下「監査・保証実務委員会報告第 42 号」という。）が平成 19 年 4 月１日以後開始する
連結会計年度から適用されることに伴い、当連結会計年度から同報告を適用しておりま
す。これにより、従来の方法に比べ、営業経費は 66 百万円、その他の特別損失は 1,493
百万円それぞれ増加し、経常利益は 66 百万円、税金等調整前当期純利益は 1,560 百万円
それぞれ減少しております。 

  (4)睡眠預金払戻引当金の計上基準 
一定の要件を満たし負債計上を中止するとともに利益計上を行った預金（「睡眠預金」

という。）については、過去の払戻実績等に基づく将来の払戻見込額を睡眠預金払戻引当
金として計上しております。 

(会計方針の変更) 
従来、睡眠預金は、預金者からの払戻請求時に費用として処理しておりましたが、監査・
保証実務委員会報告第 42号が平成 19年 4月 1日以後開始する連結会計年度から適用され
ることに伴い、当連結会計年度から同報告を適用しております。これにより、従来の方法
に比べ、その他経常費用は 240 百万円、その他の特別損失は 755 百万円それぞれ増加し、
経常利益は 240 百万円、税金等調整前当期純利益は 996 百万円それぞれ減少しております。

  (5)特別法上の引当金の計上基準 
特別法上の引当金は、中央証券株式会社が計上した金融商品取引責任準備金 215 百万円
であり、証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第 46 条の 5 第 1 項及び金融
商品取引業等に関する内閣府令第 175 条の規定に定めるところにより計上しております。
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 当 連 結 会 計 年 度 
（自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3 月 31 日） 

 なお、従来、証券取引法第 51 条及び証券会社に関する内閣府令第 35 条の規定に定める
ところにより、証券取引責任準備金を計上しておりましたが、平成 19 年 9 月 30 日に金融
商品取引法が施行されたことに伴い、当連結会計年度から金融商品取引責任準備金として
計上しております。 

なお、上記記載の項目以外は、最近の有価証券報告書（平成 19 年 6 月 29 日提出）及び半期報告書（平成 19
年 12 月 21 日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省略しております。 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
当 連 結 会 計 年 度 

（自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3 月 31 日） 

（金融商品に関する会計基準）
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号）及び「金融商品会計に関する実務指針」（日本
公認会計士協会会計制度委員会報告第 14 号）等における有価証券の範囲に関する規定が一部改正され（平
成 19 年 6 月 15 日付及び同 7 月 4 日付）、金融商品取引法の施行日以後に終了する連結会計年度から適用
されることになったことに伴い、当連結会計年度から改正会計基準及び実務指針を適用しております。

（連結財務諸表における税効果会計に関する実務指針）
企業集団内の会社に投資（子会社株式等）を売却した場合の税効果会計について、「連結財務諸表にお

ける税効果会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 6号平成 19 年 3 月 29 日）
の第 30-2 項を当連結会計年度から適用しております。なお、これにより当期純利益は 480 百万円減少して
おります。 

注  記  事  項
（連結貸借対照表関係）

当 連 結 会 計 年 度 
（平成 20 年 3 月 31 日） 

１．有価証券には、非連結子会社の株式 2,020 百万円及び出資金 898 百万円を含んでおります。 

２．現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に
処分できる権利を有する有価証券で、当連結会計年度末に当該処分をせずに所有しているものは 11,647 百
万円であります。 

３．貸出金のうち、破綻先債権額は 3,325 百万円、延滞債権額は 92,430 百万円であります。 
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本
又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を行った
部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。)のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）
第 96 条第 1 項第 3 号のイからホまでに掲げる事由又は同項第 4 号に規定する事由が生じている貸出金であ
ります。 
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る
ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

４．貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額は 3,170 百万円であります。 
なお、3 カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から 3 月以上遅延している貸出
金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 88,735 百万円であります。 
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の
支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延
滞債権及び 3カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

６．破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 187,662 百万円で
あります。 
なお、上記３．から６．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 
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当 連 結 会 計 年 度 
（平成 20 年 3 月 31 日） 

７．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会
計士協会業種別監査委員会報告第 24 号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れ
た商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を
有しておりますが、その額面金額は 37,655 百万円であります。 

８．担保に供している資産は次のとおりであります。 
担保に供している資産 
 特定取引資産                           97,409 百万円 
        有価証券                             532,949 百万円 
        貸出金                                 149,167 百万円 
担保資産に対応する債務 
 預金                                   23,214 百万円 

コールマネー及び売渡手形                64,700 百万円 
        売現先勘定                              97,401 百万円 
        債券貸借取引受入担保金                  81,105 百万円 
        借用金                                  43,446 百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券 103,943 百万円
を差し入れております。 
また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は 215 百万円、保証金は 5,205 百万円であります。 

９．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で
あります。これらの契約に係る融資未実行残高は、1,797,171 百万円であります。このうち原契約期間が 1
年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが 1,736,774 百万円あります。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必
ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約
の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行
申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。ま
た、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めて
いる行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を
講じております。 
この他に、総合口座取引における当座貸越未実行残高が 932,621 百万円あります。 

10．土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、当行の事業用の土地の再
評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として
負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成 10 年 3 月 31 日
同法律第 3条第 3項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3 月 31 日

公布政令第 119 号）第 2条第 4号に定める地価税法（平
成 3年法律第 69 号）第 16 条に規定する地価税の課税価
格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国
税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に
基づいて、奥行価格補正、側方路線影響加算、間口狭小
補正等により合理的な調整を行って算出 

同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該
事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額     29,105 百万円 

11．有形固定資産の減価償却累計額      89,936 百万円 
12．有形固定資産の圧縮記帳額        10,581 百万円  （当連結会計年度圧縮記帳額 15 百万円） 
13．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 37,000 百
万円が含まれております。 

14．社債は、劣後特約付社債であります。 
15．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第 2条第 3項）による社債に対する保証債務
の額は 81,926 百万円であります。 
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（連結損益計算書関係）
当 連 結 会 計 年 度 

（自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3 月 31 日） 
１．その他経常収益には、リース子会社に係る受取リース料 17,816 百万円、株式等売却益 2,649 百万円を含
んでおります 

２．その他経常費用には、貸出金償却 14,756 百万円、リース子会社に係るリース原価 15,525 百万円を含んで
おります。 

３．その他の特別損失には、次のものを計上しております。 
(1)役員退職慰労引当金繰入額 1,493 百万円 
(2)睡眠預金払戻引当金繰入額  755 百万円  

（連結株主資本等変動計算書関係）

当連結会計年度（自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3 月 31 日）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項     （単位：千株）

 前連結会計年度
末株式数 

当連結会計年度
増加株式数 

当連結会計年度
減少株式数 

当連結会計年度
末株式数 

摘要 

発行済株式      
普通株式 895,521 － － 895,521  
種類株式 － － － －  
合 計 895,521 － － 895,521  
自己株式      
普通株式 1,472 230 45 1,656 （注） 
種類株式 － － － －  
合 計 1,472 230 45 1,656  
（注）自己株式の増加は単元未満株式の買取によるものであり、減少は単元未満株式の買増請求に応じ

たことによるものであります。

２．配当に関する事項 
配当金支払額

 
決議 

株式の
種類 

配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
の金額（円）

基準日 効力発生日 

平成 19 年 6 月 28 日 
定時株主総会 

普通
株式 

4,917 5.50 平成 19年 3月 31日 平成 19 年 6 月 29 日

平成19年11月 13日 
取締役会 

普通
株式 

4,916 5.50 平成 19年 9月 30日 平成 19年 12月 10日

合 計  9,833   

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの

 
決議予定 

株式の
種類 

配当金の総
額（百万円）

配 当 の
原資 

１株当たり
の金額（円）

基準日 効力発生日 

平成20年 6月 27日 
定時株主総会予定 

普通
株式 

4,916
利 益
剰余金 

5.50
平成 20年 3月
31 日 

平成 20 年 6月 30
日 

（連結キャッシュ･フロー計算書関係）
当 連 結 会 計 年 度 

（自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3 月 31 日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
 （単位：百万円）

平成 20 年 3 月 31 日現在 
現金預け金勘定 426,953 
預け金（日銀預け金を除く） △ 292,419 
現金及び現金同等物 134,533 
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セ グ メ ン ト 情 報
 
1. 事業の種類別セグメント情報 
 
前連結会計年度（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日） 
 （単位：百万円） 
 銀行業務 リ ー ス

業 務
そ の 他
業 務

計 消 去 
又は全社 

連 結

Ⅰ 経 常 収 益 及 び 経 常 損 益   
 経 常 収 益   

(1)外部顧客に対する経常収益 
(2)セグメント間の内部経常収益 

236,539
774

20,468
353

5,699
44

262,707 
1,172 

－ 
（1,172）

262,707
－ 

 計 237,313 20,821 5,744 263,879 （1,172） 262,707

 経 常 費 用 158,418 19,125 4,237 181,781 （1,029） 180,751

 経 常 利 益 78,895 1,695 1,506 82,098 （ 142） 81,955

Ⅱ資産、減価償却費、減損損失 
及 び 資 本 的 支 出 

  

 資 産 9,710,773 49,668 29,466 9,789,908 （52,990） 9,736,917

 減 価 償 却 費 6,453 14,596 134 21,184 － 21,184

 減 損 損 失 107 － － 107 － 107

 資 本 的 支 出 7,093 16,127 40 23,261 － 23,261

（注）１.一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 
２.事業区分は、連結会社の事業の内容により区分しております。なお、｢その他業務｣は、証券業等であります。 

 

当連結会計年度（自 平成19年4月1日 至 平成20年3月31日） 
 （単位：百万円） 

 銀行業務 リ ー ス
業 務

そ の 他
業 務

計 消 去 
又は全社 

連 結

Ⅰ 経 常 収 益 及 び 経 常 損 益   
 経 常 収 益   

(1)外部顧客に対する経常収益 
(2)セグメント間の内部経常収益 

244,779 19,192
364

4,911
25

268,883 
1,277 

－ 
（1,277）

268,883
－ 

 計 245,666 19,556 4,936 270,160 （1,277） 268,883

 経 常 費 用 168,735 18,008 4,095 190,839 （1,141） 189,698

 経 常 利 益 76,931 1,548 841 79,320 （  136） 79,184

Ⅱ資産、減価償却費、減損損失 
及 び 資 本 的 支 出 

  

 資 産 9,811,362 47,451 22,195 9,881,009 （45,070） 9,835,939

 減 価 償 却 費 6,664 14,222 116 21,003 － 21,003

 減 損 損 失 － － 13 13 － 13

 資 本 的 支 出 8,593 13,804 112 22,510 － 22,510

887

（注）１．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。 
２．事業区分は、連結会社の事業の内容により区分しております。なお、｢その他業務｣は、証券業等であります。 
 
 

2. 所在地別セグメント情報 

全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合が90％を
超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 
 
3. 海外経常収益 

海外経常収益が連結経常収益の 10％未満のため、海外経常収益の記載を省略しております。 
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税 効 果 会 計 関 係

当 連 結 会 計 年 度 
（自 平成 19 年 4 月 1日 至 平成 20 年 3 月 31 日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
繰延税金資産 
貸倒引当金 38,759 百万円 
退職給付引当金 7,447 百万円 
有価証券償却 6,598 百万円 
その他    9,092 百万円 
繰延税金資産小計    61,897 百万円 
評価性引当額   △ 8,599 百万円 
繰延税金資産合計 53,298 百万円 
繰延税金負債 
その他有価証券評価差額金 △ 4,769 百万円 
繰延ヘッジ損益 △ 203 百万円 
固定資産圧縮積立金    △ 47 百万円 
繰延税金負債合計   △ 5,021 百万円 
繰延税金資産の純額    48,277 百万円 
 

２．連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があ
るときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率                 40.4％ 

（調整） 

評価性引当額の増減             3.0％ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.6％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率      42.7％ 
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有  価  証  券  関  係 
 

（注）1.連結貸借対照表の「有価証券」のほか、｢特定取引資産｣中の商品有価証券及びコマーシャル・ペ ーパー、「現金預け
金」中の譲渡性預け金、及び「買入金銭債権」中の信託受益権を含めて記載しております。 

2.｢子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの｣については、該当ありません。 
 
 

1. 売買目的有価証券 
（単位：百万円） 

前連結会計年度 
（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

当連結会計年度 
（平成 20 年 3 月 31 日現在） 

 

連結貸借対照表計上額
前連結会計年度の損益
に含まれた評価差額 連結貸借対照表計上額 

当連結会計年度の損益
に含まれた評価差額

売 買 目 的 有 価 証 券 277,139 222 277,160 486

 
 
2. 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 （単位：百万円） 

前連結会計年度 
（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

当連結会計年度 
（平成 20 年 3 月 31 日現在） 

    

 

連結貸借対 
照表計上額 時 価 差 額 う ち 益 う ち 損

連結貸借対
照表計上額 時 価 差 額 う ち 益 う ち 損

国 債 － － － － － － － － － －

地 方 債 － － － － － － － － － －

短 期 社 債 － － － － － － － － － －

社 債 － － － － － － － － － －

そ の 他 50,077 49,937 △139 43 183 51,360 51,375 15 84 69

合 計 50,077 49,937 △139 43 183 51,360 51,375 15 84 69

（注）時価は、連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。 
 

3. その他有価証券で時価のあるもの 
 （単位：百万円） 

前連結会計年度 
（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

当連結会計年度 
（平成 20 年 3 月 31 日現在） 

    

 

取得原価 
連結貸借対 
照表計上額 評価差額 う ち 益 う ち 損 取得原価

連結貸借対 
照表計上額 評価差額 う ち 益 う ち 損

株 式 138,918 262,763 123,844 125,741 1,896 137,208 184,330 47,121 54,118 6,996

債 券 1,488,798 1,471,278 △17,520 838 18,359 1,198,023 1,189,205 △8,817 4,642 13,460

 国 債 727,071   713,937 △13,134 121 13,255 468,693 457,726 △10,967 1,323 12,290

 地 方 債 216,781 215,174 △1,606 292 1,899 219,979 221,590 1,610 1,905 295

 短 期 社 債 － － － － － － － － － －

 社 債 544,945 542,166 △2,779 425 3,204 509,349 509,888 538 1,414 875

そ の 他 603,698 596,116 △7,582 1,939 9,521 584,000 559,329 △24,671 2,065 26,737

 うち外国債券 524,356 516,946 △7,410 719 8,129 492,049 477,649 △14,400 2,048 16,448

合 計 2,231,416 2,330,158 98,742 128,519 29,777 1,919,232 1,932,865 13,632 60,827 47,194

（注）１．連結貸借対照表計上額は、連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。 
２. その他有価証券で時価のある株式等について、前連結会計年度において 126 百万円、また、当連結会計年度におい
て 6,260 百万円の減損処理を行っております。なお、著しく下落したと判断する基準は、資産の自己査定基準にお
いて、有価証券の発行会社の区分ごとに次のとおり定めております。 

 
破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べ下落 
要注意先 時価が取得原価に比べ 30％以上下落 
正 常 先 時価が取得原価に比べ 50％以上下落又は、時価が取得原価に比べ

30％以上50％未満下落したもので市場価格が一定水準以下で推移等
 
なお、破綻先とは、破産、特別清算、会社更生、民事再生、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に
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経営破綻の事実が発生している発行会社、実質破綻先とは、実質的に経営破綻に陥っている発行会社であります。
破綻懸念先とは、今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社、要注意先とは、今後の管理に注意
を要する発行会社であります。正常先とは、上記破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注意先以外の発行会社で
あります。 
 
 

4. 連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 

前連結会計年度及び当連結会計年度とも該当ありません。 
 
 

5. 連結会計年度中に売却したその他有価証券 
 （単位：百万円） 

前連結会計年度 
（自平成 18 年 4月 1日 至平成 19 年 3月 31 日）

当連結会計年度 
（自平成 19 年 4月 1日 至平成 20 年 3月 31 日） 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額

その他有価証券 655,434 6,885 7,809 516,291 5,022 1,711

 
 

6. 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 
（単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

（平成 19 年 3 月 31 日現在）
当連結会計年度 

（平成 20 年 3 月 31 日現在）
満 期 保 有 目 的 の 債 券 － － 
そ の 他 有 価 証 券
 私 募 社 債 74,780 99,026 

 非 上 場 株 式 6,238 6,503 

投 資 事 業 組 合 等 出 資 金 2,965 4,183 

信 託 受 益 権 428 428 

 
 

7. 保有目的を変更した有価証券 

前連結会計年度及び当連結会計年度とも該当ありません。 
 
 

8. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額 
（単位：百万円） 

前連結会計年度 
（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

当連結会計年度 
（平成 20 年 3 月 31 日現在） 

 

1 年以内 1 年超 
5 年以内 

5 年超 
10 年以内 10 年超 1 年以内 1年超 

5 年以内 
5 年超 
10 年以内 10 年超 

債 券 229,766 1,043,275 136,729 136,287 303,170 699,427 155,879 129,754

 国 債 107,791 393,858 77,002 135,284 44,027 199,155 98,879 115,664

 地 方 債 14,417 159,634 41,123        － 59,649 116,210 45,730 －

 短 期 社 債 － － － － － － － －

 社 債 107,557    489,782 18,603 1,003 199,493 384,061 11,269 14,090

そ の 他 33,501 289,558 138,859 135,625 32,285 267,658 114,070 138,766

 うち外国債券 33,501 270,495 127,145 83,640 32,242 247,943 106,242 89,675

合 計 263,268 1,332,833 275,589     271,913 335,456 967,085 269,949 268,520
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金 銭 の 信 託 関 係
 

1. 運用目的の金銭の信託 
 （単位：百万円） 

前連結会計年度 
（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

当連結会計年度 
（平成 20 年 3 月 31 日現在） 

 

連結貸借対照表計上額
前連結会計年度の損益
に含まれた評価差額 連結貸借対照表計上額 

当連結会計年度の損益
に含まれた評価差額

運 用 目 的 の 
金 銭 の 信 託 25,016 9 24,666 0

 
 

2. 満期保有目的の金銭の信託 

前連結会計年度及び当連結会計年度とも該当ありません。 
 
 

3. その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） 
 （単位：百万円） 

前連結会計年度 
（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

当連結会計年度 
（平成 20 年 3 月 31 日現在） 

  

 

取 得原価 連結貸借対照
表 計 上 額 

評 価差額 う ち 益 う ち 損 取得原価 連結貸借対照
表 計 上 額 

評 価差額 う ち 益 う ち 損

そ の 他 の 
金 銭 の 信 託 5,483 5,480 △2 － 2 4,842 4,845 2 2 －

 （注）連結貸借対照表計上額は、連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。 

その他有価証券評価差額金
 

連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。 
（単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

（平成 19 年 3 月 31 日現在） 
当連結会計年度 

（平成 20 年 3 月 31 日現在）

評 価 差 額 98,739 13,635 

 その他有価証券 98,742 13,632 

 その他の金銭の信託 △2 2 

(△)繰延税金負債 36,458 4,769 

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 62,280 8,865 

(△)少数株主持分相当額 588 304 
(＋)持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る

評価差額金のうち親会社持分相当額 
115 73 

その他有価証券評価差額金 61,807 8,634 
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退 職 給 付 関 係

1. 採用している退職給付制度の概要

当行及び国内連結子会社は確定給付型の制度として、退職一時金制度、基金型確定給付企業年金制度及び厚
生年金基金制度を設けております。また、一部の連結子会社は、確定拠出年金制度を設けております。 
 

2. 退職給付債務に関する事項
（単位：百万円） 

区        分 前連結会計年度 
（平成19年3月31日） 

当連結会計年度 
（平成20年3月31日） 

退職給付債務 （A） △ 65,120 △ 65,308 
年金資産 （B）    42,272    38,833 
未積立退職給付債務 （C）＝（A）＋（B） △ 22,847 △ 26,474 
未認識数理計算上の差異 （D） 3,375 8,039 
連結貸借対照表計上額純額 （E）＝（C）＋（D） △ 19,472 △ 18,435 

退職給付引当金  △ 19,472 △ 18,435 

（注） 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

3. 退職給付費用に関する事項
（単位：百万円） 

区      分 前連結会計年度 
（平成19年3月31日） 

当連結会計年度 
（平成20年3月31日） 

勤務費用 2,055 2,230 
利息費用 1,297 1,292 
期待運用収益 △ 1,372 △ 1,478 
数理計算上の差異の費用処理額 994 885 
その他（臨時に支払った割増退職金等）       23       22 

退職給付費用 2,998 2,953 

（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 
２．連結子会社の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に含めて計上しております。 

4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
（単位：百万円） 

区    分 前連結会計年度 
（平成19年3月31日） 

当連結会計年度 
（平成20年3月31日） 

（1）割引率 2.0％ 同  左 

（2）期待運用収益率 3.5％ 同  左 

（3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同  左 

（4）数理計算上の差異の処理年数 主として10年（各連結会計年度の発生
時の従業員の平均残存勤務期間内の一
定の年数による定額法により按分した
額を、それぞれ発生の翌連結会計年度
から費用処理することとしておりま
す。） 

 
同  左 
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１ 株 当 た り 情 報

（単位：円）

 
前連結会計年度 

（自平成18年4月     1日 
至平成19年3月31日） 

当連結会計年度 
（自平成19年4月     1日 
至平成20年3月31日） 

１株当たり純資産額 655.89 634.94 
１株当たり当期純利益 58.89 51.43 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 － － 

（注）1．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

 前連結会計年度末 
（平成19年3月31日） 

当連結会計年度末 
（平成20年3月31日） 

純資産の部の合計額 598,822 580,168 
純資産の部の合計額から控除する
金額 

12,416 12,616 

（うち少数株主持分） 12,416 12,616 
普通株式に係る期末の純資産額 586,405 567,552 
１株当たり純資産額の算定に用いら
れた期末の普通株式の数 

894,048千株 893,864千株 

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

 
前連結会計年度 
（自平成18年4月     1日 
至平成19年3月31日） 

当連結会計年度 
（自平成19年4月     1日 
至平成20年3月31日） 

１株当たり当期純利益   
当期純利益 52,538 45,980 
普通株主に帰属しない金額 － － 
普通株式に係る当期純利益 52,538 45,980 
普通株式の期中平均株式数 892,016千株 893,921千株 

３．なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりま
せん。

重要な後発事象

該当ありません。

（開示の省略）

リース取引、関連当事者との取引及びデリバティブ取引に関する注記事項については、決算短信における開示
の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。
なお、ストック・オプ ション等及び企業結合等は、該当ありません。
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比較貸借対照表（主要内訳）
（単位：百万円） 

科        目  平 成 1 8 年 度 末 平 成 1 9 年 度 末 比      較 

（ 資 産 の 部 ）  

現 金 預 け 金 
コ ー ル ロ ー ン 
債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金 
買 入 金 銭 債 権 
特 定 取 引 資 産 
金 銭 の 信 託 
有 価 証 券 
貸 出 金 
外 国 為 替 
そ の 他 資 産 
有 形 固 定 資 産 
無 形 固 定 資 産 
繰 延 税 金 資 産 
支 払 承 諾 見 返 
貸 倒 引 当 金 

241,343
59,924
19,403
52,988
282,608
26,092

2,415,004
6,407,516

3,510
49,087
89,272
7,604
14,348
77,663

△ 54,609

425,889 
7,980 
22,081 
55,577 
284,647 
26,058 

2,044,463 
6,656,245 

3,693 
62,679 
90,270 
7,466 
42,576 
80,539 

△ 43,625 

184,545
△51,944
2,678
2,589
2,039
△33

△370,540
248,728

183
13,592
997

△137
28,227
2,876
10,984

資 産 の 部 合 計 9,691,757 9,766,545 74,787

（ 負 債 の 部 ）  
預 金 
譲 渡 性 預 金 
コ ー ル マ ネ ー 
売 現 先 勘 定 
債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 
特 定 取 引 負 債 
借 用 金 
外 国 為 替 
社 債 
そ の 他 負 債 
役 員 賞 与 引 当 金 
退 職 給 付 引 当 金 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
睡 眠 預 金 払 戻 引 当 金 
ポ イ ン ト 引 当 金 
再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 
支 払 承 諾 

8,371,579
130,584
35,458
36,960
189,887
16,604
137,503

549
20,000
71,484

40
19,019

－
－
253

15,301
77,663

8,401,098 
128,003 
184,973 
97,401 
81,105 
16,617 
80,901 
516 

40,000 
70,191 

40 
18,034 
1,360 
996 
330 

15,323 
80,539 

29,518
△2,580
149,514
60,441

△108,781
13

△56,601
△33

20,000
△1,293

－
△984
1,360
996
76
21

2,876

負 債 の 部 合 計 9,122,889 9,217,433 94,544

（ 純 資 産 の 部 ）  
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金 
そ の 他 資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 
利 益 準 備 金 
そ の 他 利 益 剰 余 金 
別 途 積 立 金 
繰 越 利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 
株 主 資 本 合 計 

その他有価証券評価差額金 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 
土 地 再 評 価 差 額 金 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 

145,069
122,146
122,134

12
231,948
50,930
181,018
129,971
51,047

△ 1,026
498,137
60,989
1,900
7,839
70,730

145,069 
122,151 
122,134 

16 
266,817 
50,930 
215,887 
169,971 
45,916 

△ 1,217 
532,820 
8,214 
300 

7,777 
16,291 

－
4
－
4

34,868
－

34,868
40,000
△5,131
△191
34,682

△52,775
△1,600
△62

△54,438

純 資 産 の 部 合 計 568,868 549,111 △19,756

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 9,691,757 9,766,545 74,787

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。                
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比較損益計算書（主要内訳） 
 

（単位：百万円） 

科        目  平 成 1 8 年 度 平 成 1 9 年 度 比    較 

経 常 収 益 228,041 237,606 9,565 

資 金 運 用 収 益 172,130 184,905 12,775 

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） （ 123,221） (  142,935) （   19,714）

（うち有価証券利息配当金） （  47,028） (   38,150) （  △8,877）

信 託 報 酬 0 8 8 

役 務 取 引 等 収 益 35,867 34,607 △1,260 

特 定 取 引 収 益 2,342 3,439 1,096 

そ の 他 業 務 収 益 6,220 6,234 14 

そ の 他 経 常 収 益 11,480 8,411 △3,068 

経 常 費 用 156,725 167,550 10,825 

資 金 調 達 費 用 39,746 45,464 5,718 

（ う ち 預 金 利 息 ） （  20,665） (   30,277) （   9,611）

役 務 取 引 等 費 用 14,400 16,164 1,763 

特 定 取 引 費 用 － 66 66 

そ の 他 業 務 費 用 7,323 4,412 △2,910 

営 業 経 費 79,187 80,503 1,315 

そ の 他 経 常 費 用 16,066 20,939 4,872 

経 常 利 益 71,316 70,055 △1,260 

特 別 利 益 11,859 10,068 △1,791 

特 別 損 失 593 2,852 2,258 

税 引 前 当 期 純 利 益 82,582 77,272 △5,310 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 30,177 28,511 △1,665 

法 人 税 等 調 整 額 2,272 4,081 1,808 

当 期 純 利 益 50,131 44,678 △5,453 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書 
前事業年度（自平成 18 年 4月 1 日 至平成 19 年 3 月 31 日） 

（単位：百万円） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

 

資本金 資 本 
準備金 

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益 
準備金 

その他
利 益
剰余金 

利 益 
剰余金
合 計 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

平成18年3月31日残高 145,069 122,134 7 122,141 50,930 137,629 188,559 △666 455,103

事業年度中の変動額    

剰余金の配当（注2）  △6,707 △6,707 △6,707

役員賞与（注3）  △40 △40 △40

当期純利益  50,131 50,131 50,131

自己株式の取得    △368 △368

自己株式の処分  5 5   9 14
土地再評価差額金
の取崩 

 4 4 4

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額） 

   

事業年度中の変動額 
合計 

－ － 5 5 － 43,388 43,388 △359 43,034

平成19年3月31日残高 145,069 122,134 12 122,146 50,930 181,018 231,948 △1,026 498,137

 
（単位：百万円） 

評価・換算差額等  

その他有価証券
評 価 差 額 金 

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ･ 換 算 
差 額 等 合 計 

純資産合計 

平成18年3月31日残高 56,242 － 7,843 64,086 519,189

事業年度中の変動額   

剰余金の配当（注2）   △6,707
役員賞与（注3）   △40
当期純利益   50,131
自己株式の取得   △368
自己株式の処分   14
土地再評価差額金
の取崩   4

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額） 

4,747 1,900 △4 6,644 6,644

事業年度中の変動額
合計 

4,747 1,900 △4 6,644 49,678

平成19年3月31日残高 60,989 1,900 7,839 70,730 568,868
（注）1.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

2.剰余金の配当は、平成 18 年 6月の定時株主総会における利益処分及び平成 18 年 12 月の中間配当であります。 
3.平成 18 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度（自平成 19 年 4月 1 日 至平成 20 年 3 月 31 日） 
（単位：百万円） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

 

資本金 資 本 
準備金 

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益 
準備金 

その他
利 益 
剰余金 

利 益 
剰余金
合 計 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

平成19年3月31日残高 145,069 122,134 12 122,146 50,930 181,018 231,948 △1,026 498,137

事業年度中の変動額     

剰余金の配当（注2）   △9,833 △9,833 △9,833

当期純利益   44,678 44,678 44,678

自己株式の取得     △224 △224

自己株式の処分   4 4   33 37
土地再評価差額金
の取崩 

  24 24 24

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額） 

    

事業年度中の変動額 
合計 

－ － 4 4 － 34,868 34,868 △191 34,682

平成20年3月31日残高 145,069 122,134 16 122,151 50,930 215,887 266,817 △1,217 532,820

 
（単位：百万円） 

評価・換算差額等  

その他有価証券
評 価 差 額 金 

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ･ 換 算 
差 額 等 合 計 

純資産合計 

平成19年3月31日残高 60,989 1,900 7,839 70,730 568,868

事業年度中の変動額   

剰余金の配当（注2）   △9,833
当期純利益   44,678
自己株式の取得   △224
自己株式の処分   37
土地再評価差額金
の取崩   24

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額） 

△52,775 △1,600 △62 △54,438 △54,438

事業年度中の変動額 
合計 

△52,775 △1,600 △62 △54,438 △19,756

平成20年3月31日残高 8,214 300 7,777 16,291 549,111
（注）1.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

2.剰余金の配当は、平成 19 年 6月の定時株主総会における決議項目及び平成 19 年 12 月の中間配当であります。 
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㈱千葉銀行（8331）平成 20年 3月期 決算短信

  第 102 期末（平成 20 年 3 月 31 日現在）貸借対照表 
（単位：百万円） 

科         目  金    額  科         目  金    額  
（ 負 債 の 部 ） 

預 金 
当 座 預 金 
普 通 預 金 
貯 蓄 預 金 
通 知 預 金 
定 期 預 金 
そ の 他 の 預 金 

譲 渡 性 預 金 
コ ー ル マ ネ ー 
売 現 先 勘 定 
債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 
特 定 取 引 負 債 
売 付 商 品 債 券 
商 品 有 価 証 券 派 生 商 品 
特 定 金 融 派 生 商 品 

借 用 金 
借 入 金  

外 国 為 替 
売 渡 外 国 為 替 
未 払 外 国 為 替 

社 債 
そ の 他 負 債 
未 決 済 為 替 借 
未 払 法 人 税 等 
未 払 費 用 
前 受 収 益 
金 融 派 生 商 品 
そ の 他 の 負 債 

役 員 賞 与 引 当 金 
退 職 給 付 引 当 金 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
睡 眠 預 金 払 戻 引 当 金 
ポ イ ン ト 引 当 金 
再 評価に係る繰延税金負債 
支 払 承 諾 

 
8,401,098 
176,252 

4,491,567 
272,135 
7,011 

3,289,611 
164,519 
128,003 
184,973 
97,401 
81,105 
16,617 
10,328 

27 
6,262 
80,901 
80,901 
516 
462 
53 

40,000 
70,191 
904 

13,654 
14,369 
3,773 
16,752 
20,737 

40 
18,034 
1,360 
996 
330 

15,323 
80,539 

負 債 の 部 合 計 9,217,433 
（ 純 資 産 の 部 ） 

資 本 金 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金 
そ の 他 資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 
利 益 準 備 金 
そ の 他 利 益 剰 余 金 
別 途 積 立 金 
繰 越 利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 
株 主 資 本 合 計 

その他有価証券評価差額金 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 
土 地 再 評 価 差 額 金 

評価・換算差額等合計  

 
145,069 
122,151 
122,134 

16 
266,817 
50,930 
215,887 
169,971 
45,916 
△ 1,217 
532,820 
8,214 
300 

7,777 
16,291 

（ 資 産 の 部 ） 
現 金 預 け 金 
現 金 
預 け 金 

コ ー ル ロ ー ン 
債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金 
買 入 金 銭 債 権 
特 定 取 引 資 産 
商 品 有 価 証 券 
商 品 有 価 証 券 派 生 商 品 
特 定 金 融 派 生 商 品 
そ の 他 の 特 定 取 引 資 産 

金 銭 の 信 託 
有 価 証 券 
国 債 
地 方 債 
社 債 
株 式 
そ の 他 の 証 券 

貸 出 金 
割 引 手 形 
手 形 貸 付 
証 書 貸 付 
当 座 貸 越 

外 国 為 替 
外 国 他 店 預 け 
買 入 外 国 為 替 
取 立 外 国 為 替 

そ の 他 資 産 
未 決 済 為 替 貸 
前 払 費 用 
未 収 収 益 
先 物 取 引 差 入 証 拠 金 
先 物 取 引 差 金 勘 定 
金 融 派 生 商 品 
そ の 他 の 資 産 

有 形 固 定 資 産 
建 物 
土 地 
建 設 仮 勘 定 
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 

無 形 固 定 資 産 
ソ フ ト ウ ェ ア 
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 

繰 延 税 金 資 産 
支 払 承 諾 見 返 
貸 倒 引 当 金 

 

 
425,889 
100,393 
325,495 
7,980 
22,081 
55,577 
284,647 
16,843 

0 
7,868 

259,935 
26,058 

2,044,463 
457,726 
221,590 
608,915 
192,577 
563,654 

6,656,245 
36,611 
239,822 

5,700,980 
678,829 
3,693 
2,009 
1,063 
621 

62,679 
1,053 
130 

14,378 
181 
37 

27,192 
19,705 
90,270 
20,892 
63,089 

13 
6,275 
7,466 
5,936 
1,530 
42,576 
80,539 

△ 43,625 

純 資 産 の 部 合 計 549,111 

資 産 の 部 合 計 9,766,545 負 債 及 び純資産の部合計 9,766,545 
（ 注 ） 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
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平成19年 4月 1日から第 102 期 
平成20年 3月 31日まで

 損益計算書 

（単位：百万円） 
科         目  金                    額  

経 常 収 益 
資 金 運 用 収 益 
貸 出 金 利 息
有 価 証 券 利 息 配 当 金
コ ー ル ロ ー ン 利 息
債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息
預 け 金 利 息
そ の 他 の 受 入 利 息

信 託 報 酬 
役 務 取 引 等 収 益 
受 入 為 替 手 数 料
そ の 他 の 役 務 収 益

特 定 取 引 収 益 
商 品 有 価 証 券 収 益
特 定 金 融 派 生 商 品 収 益
そ の 他 の 特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益 
外 国 為 替 売 買 益
国 債 等 債 券 売 却 益
そ の 他 の 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益 
株 式 等 売 却 益
金 銭 の 信 託 運 用 益
そ の 他 の 経 常 収 益

経 常 費 用 
資 金 調 達 費 用 
預 金 利 息
譲 渡 性 預 金 利 息
コ ー ル マ ネ ー 利 息
売 現 先 利 息
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息
借 用 金 利 息
社 債 利 息
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息
そ の 他 の 支 払 利 息

役 務 取 引 等 費 用 
支 払 為 替 手 数 料
そ の 他 の 役 務 費 用

特 定 取 引 費 用
特 定 取 引 有 価 証 券 費 用

そ の 他 業 務 費 用 
国 債 等 債 券 売 却 損
国 債 等 債 券 償 却
金 融 派 生 商 品 費 用

営 業 経 費 
そ の 他 経 常 費 用 
貸 出 金 償 却
株 式 等 売 却 損
株 式 等 償 却
金 銭 の 信 託 運 用 損
そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 利 益 
特 別 利 益 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益
償 却 債 権 取 立 益

特 別 損 失 
固 定 資 産 処 分 損
そ の 他 の 特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益 
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 
法 人 税 等 調 整 額 
当 期 純 利 益 

237,606 
184,905 
142,935 
38,150 
570 
169 

1,900 
1,179 

8 
34,607 
7,957 
26,650 
3,439 
126 

1,394 
1,917 
6,234 
3,703 
2,373 
156 

8,411 
2,649 
787 

   4,974 
167,550 

45,464 
30,277 
746 

2,494 
493 

4,247 
1,823 
336 

4,877 
166 

16,164 
1,594 
14,570 

66 
66 

4,412 
1,647 
1,662 
1,103 
80,503 
20,939 
14,288 

64 
4,465 
339 

   1,780 
  70,055  
10,068 

5,018 
   5,050 

2,852 
792 

   2,059 
77,272 
28,511 
  4,081 
 44,678 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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